














Ⅰ.研究目的 

わが国は世界でも有数の高齢化社会に向かって進んでいる。加えて,その要因でもある出生

数の減少は憂慮すべき事態に至っている。年を追う毎に次世代を担う小児の人口が減少す

るなかで,心身ともに健康な小児の育成を図ることは今日の命題である。このように,社会

的には少産少子時代が問題となっているなか,周産期医療に従事する者に対して胎児期か

ら新生児に亙る質の良い医療が求められている。本研究班では,前年度の研究におい

て,1989 年 1月～12月の 1年間における成熟児新生児仮死症例の発生事例に関する第一次

個別調査を行った。調査の内容は母体背景,初診施設から妊娠経過の異常の有無,母体搬送,

新生児搬送,分娩時の医師立会いの状況,生命予後および長期予後に関するものである。こ

の結果,調査の対象である 21 施設において,総計 417 例(総分娩数あたり約 4%)の新生児仮

死症例を取り扱っていた。生命予後は 417 例のうち生存例 90%,死亡例が 10%であり,生存例

の長期予後は正常経過を示した例が 80%,異常経過 10%,不明 10%であった。しかし,対象の

発生事例のなかには胎児形態異常,胎児病などといった現時点では救命が困難とされる疾

患も含まれており,昨年度は事例発生の詳細な検討までには至らなかった。そこで,本年度

は,新生児ニアミス例に関して,より掘り下げた実態調査を行うことによって,システムを

含めた周産期医療に関する現状と問題点を抽出することを目的とした。具体的には,新生児

死亡例と後遺症例の計 71 例を対象にして,出生前後の問題点を症例毎に詳細に検討し,患

者搬送および情報伝送のシステムを含めた出生前後の問題点を明らかにすることである。 


